


















































































































































































382　　早法 92 巻 1 号（2016）
かは別途検討を必要とするだろう。とりわけ、第 7章で検討対象となった対世的
義務は、たとえば武力不行使原則や人権の尊重義務など、一定の行為を行うこと
による作為違反を中核とするものである。したがって、対世的義務に対する違反
の帰結を包括的に考察する上では、こうした義務も分析の射程に加えられるべき
であったと考えられる。
　しかし、上記の問題点は、本論文の博士学位論文としての学問的価値をいささ
かも減じるものではない。いずれの点も、構想されたアイデアが独創性を持ち、
その方法論が成功裏に優れた結論を導き出したことから、これを拡張的に援用す
ることを望んだ追加的な要請であると言える。本論文は従来の国家責任法に関す
る研究を大幅に進展させた意義を持ち、それゆえにその問題意識と方法論は今後
の発展可能性を強く示唆している。本論文も結びにおいて指摘するように、国家
責任法の特定性は、国家責任法の内部的検討だけでなく、他の規範逸脱行為に対
する制度と比較することによって明らかになると思われる。そうした意味で、萬
歳氏がこれらの問題点に研究の範囲を拡大し、更なる成果をもたらすことが大い
に期待されるところである。
3 ．結論
　以上の審査の結果、後記の審査員は、全員一致をもって、本論文の執筆者が博
士（法学）（早稲田大学）の学位を受けるに値するものと認める。
2016年 1 月18日
審査員
主査　早稲田大学教授　（国際法） 古　谷　修　一
副査　早稲田大学教授　（国際法） 河 野 真 理 子
　　　早稲田大学教授　（国際経済法） 清　水　章　雄
　　　早稲田大学教授　（EU法） 須　網　隆　夫
